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事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 ① 変 更)

株式会社 京都センチュリーホテル
「役社長 菱田 昌則1
075-351-0111

京都市下京区東洞院通七粂下ル東塩小路町680番地

特定事業者の
主たる業種

ホテル業

該当する事業
者要件

ダ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当軍業者 (大規模エネルギー便用事菜者 (原油に換
算して1500キロリツトル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模連送事業者 (トラック

又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3000ト ン以上))

声

計 画 期 間 平成 1 8 年 4月 平成 20 年 3月

基 本 方 針 エネルギー消費効率の改善、廃棄物排出量の肖り減、KESステップ2環境マネージメントシステム導入により C02排 出量の削減を目指す

推 進 体 制 取締役管理部長を環境管理責任者とする環境委員会で実施

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

18年～21年 空額設備 エアコンを電気からガスに転換しC02の 排出量を1%削 減する。

18年～21年 電気設備 少エネ球を採用しC02排 出量を5%削 減する。

18年～21年 廃棄物設備 生ゴミ碗水装置を更新し生ゴミ排出量を常け減する。

18年～21年 全 体 環境マネープメンレステムの導入によリユれレキ」寛用量を年間1%削 減する。

18年～21年 車 両 営業車両のアイドリングストップを実施しエネルギーの使用を年間1%削 減する。

温室効果ガス
の排出量等

排出区分
基準午皮 (夫損,

平成  17年 度
(二酸化炭素換年 (t))

日楳年度 く計国,

平成 19年 度
(二酸化炭素換算 (t))

剛択挙

(計画)
(%)

A事 業所等排出区分 3、234 t 31137 t -30 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 Ⅲ1                 3,234 t Ⅲ2             3.137 t -30%

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

圭 ヽ (二酸化炭素換算 (t)

森林の保全及び整備 (整備面積) ha (吸収畳) t

府内匿の本材の利用 (利用畳 ) ma 〈削減畳) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(完電量) (削減岳) t

(熱供給最) (削減重) t

グ リー ン電力の賠入 (購入量) (削減童〕 t

削減量等合計 Ⅲ 3 t

差 引りF 出量

(排出合計―削減尊合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

ネ1                 3 234 t t,2)‐t,S〉          3,137 t -3 0  %

特記事項

①当社ではコージェネシステムをH15年度にホテル嵐事、H16年度に京都センチェリーホテルに導入しH14年度比較C02を35%(原 単位

火力平均係数)を削減しています。

②KES環境マネープルトシステムをH16年度にステップ1、H17年度にステップ2を認証取得じ環境に配慮する企業を目指し活動しています。

③H16年度にバス(軽油)をLPGバスに1台転換しています。(平成12年度基準排出ガス50%低減レベル)

④H17年度コンペアー型沈浄機を廃熱利用型に更新しています。

連  絡   究

担 当 部   署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

世 1該 当する日には、レ印を記入してください。特定事業者以外で自主参加される事実者の方は、 レ印の記入は不要です。

2「 基準年度Jと は計画期間の前年度を、 「目裸年度」とは計画期間の最終年度をいいます。

3「 軍柴所争排出区分Jと は、京都府内の事業9rl等の事業活動のためのエネルギーの使用に件い発生する温宣効果ガスを、 「輸送車両排出区分サ
とは、自動車起送事業者については使用の本拠の位置を京都府内とする車両の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車
両又は旅を車両の拐L出する温宣・pJ果ガスを、 「その他タト出区分」とは、上紹以タトの京都府内における事業所等の事済活動に伴い発生する温室効
果ガスをいいます。

4「 特記事項」には、平成2年度 (1990年 度)を 基準とした排出量の対比やエネルギー原単位C02排 出畳、省エネ製品開発など地者の温宮
効果ガス排出削減への員献、グリーン調達の採用、特定フコンなどの条例指定外の温宮効果ガスの削減などを記入してください。


